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公益法人制度改革への対応 

社団法人東京都自動車整備振興会 

１．基本方針 

５０年有余にわたって公益事業を推進してきた道路運送車両法に基づく自動車整備振

興会として、制度改革の趣旨を体して、公益認定法人への移行を目指す。 

２．一般法人法・公益認定法等への適合点検と課題の把握 

（１）公益認定基準（認定法第５条：１８項目）の適合 

① 目的・事業、② 収支相償、③ 収益事業の継続と公益事業比率、④ 遊

休財産額の保有制限、⑤ 他団体理事の理事兼務制限、⑥ 新公益法人会計基

準に準拠、⑦ 役員等報酬の支給基準、⑧ 支部の経理、その他 

（２）一般法人法（コーポレート・ガバナンス）の適合 

① 定款の変更 ②理事会の権限、その他 

（３）税制優遇措置の確認 

３．適合状況の確認と移行法人の決定 

（１）特別委員会の設置 

① 委員会の業務 

  ⅰ）一般法人法適合のための課題への対策、ⅱ）公益認定法等適合のた 

  めの課題への対策、ⅲ）会長への報告と移行法人に関する意見具申 

② 委員会の名称 

  「公益法人制度改革対応委員会」 

③ 委員構成 

  振興会４委員会委員長、業態代表（デーラー、自家、専業）、賛助会員、特別会員 

  公益法人制度有識者、公益法人会計有識者 １０名程度 

④ 設置期間 

平成２０年１２月１１日

理事会資料 
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  平成２０年１２月から移行法人に関する意見具申（平成２１年１２月頃）

まで 

（２）移行法人形態の決定 

① 特別委員会の審議と並行して正副会長会議での協議 

② 正副会長会議での移行法人形態の選択 

③ 移行法人形態と概要の決定（平成２２年３月） 

４．会員関係者への周知と公益認定法人の認定申請 

（１）会員及び関係者への周知 （平成２２年度） 

（２）定款変更案の決定 

① 総務委員会での定款変更案審議 

② 正副会長会議への定款変更案具申 

③ 理事会、総会での機関決定 

（３）事業計画・収支予算の決定 

① 正副会長会議での事業計画・収支予算策定 

② 理事会・総会等機関決定（平成２３年３月） 

（４）公益認定申請書類等の準備と申請（平成２３年７月頃） 

５．一般法人に留まる場合 

① 一般法人法に準拠した定款の変更 

② 公益目的支出計画の策定 

③ 行政庁への認可申請 

以上 
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平成20年12月 11日 

 

公益法人制度改革対応委員会 委員構成 

 

社団法人東京都自動車整備振興会 

 氏名 会社名 備考 

委員長 村田 秀氣 関東三菱自動車販売（株 副会長 

委 員 生亀 常雄 株）天神モータース 総務委員長 

委 員 筒井 信廣 東京スバル(株 教育委員長 

委 員 菱沼 進一 墨田三菱自動車販売（株 事業指導委員長 

委 員 岡里 勝裕 東京トヨペット(株 講習専門委員長 

委 員 中田  豊 戸倉自動車工業（株 理事 

委 員 高村 和利 有）小金井スバル自動車 理事 

委 員 吹田 文彦 株)伊藤ワックス工業所 監事 

委 員 柳田 幸雄 社）日本自動車連盟 理事 

委 員 柳生 宜秀 社）日本自動車整備振興会連合会  

委 員 原  達 原税理士事務所 顧問 

以上 11名 
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公益法人制度改革対応委員会 審議スケジュール 

 開催予定月 審議事項 備考 

第１回 平成２１年 
１月 

・一般法人法適合のための確認と課題 
① 定款の変更 
②理事会の権限、その他 

・公益認定法等適合のための確認と課題 
① 目的・事業 
② 収支相償 
③ 収益事業の継続と公益事業比率 
④ 遊休財産額の保有制限 
⑤ 他団体理事の理事兼務制限 
⑥ 新公益法人会計基準に準拠 
⑦ 役員等報酬の支給基準 
⑧ 支部の経理、その他 

・税制その他関連事項の確認 

２０年１２月の

理事会終了後、

委員委嘱状を交

付 

第２回 同 ３月 ・一般法人法適合のための課題への対策  

第３回 同 ６月 ・公益認定法等適合のための課題への対策①  

第４回 同 ９月 ・公益認定法等適合のための課題への対策②  

第５回 同１０月 ・移行法人に関する意見（答申）案審議  

第６回  同１２月 ・移行法人に関する意見具申（答申）  

※ 日整連・他県振興会及び東京都認定委員会の進捗状況を見定めながら進める。 

 

 




